※本テンプレートは取締役会書面決議書(会社法第370条に基づく取締役会の決議の省略書面)を主構成としています。会社法第370条により、取締役全員の書面または電磁的記録による同意があれば、取締役会の決議があったものとみなされます(監査役設置会社では監査役が異議を述べないことが必要)。3要件:①定款の定め+②取締役全員の同意+③監査役の異議なきこと(監査役設置会社の場合)を満たす必要があり、本テンプレートはこれらの要件を契約書条項として組み込んだ設計です。会社法第371条に基づく議事録の作成義務(本店所在地で10年間保管)に対応した別紙議事録テンプレを装備しています。書面決議できない事項(会社法施行規則第101条の3の取締役の報酬等の一部)に注意してください。汎用版+8用途別バリアント(代表取締役選定/重要財産処分・譲受け/多額の借財/重要使用人選任・解任/支店設置・廃止/内部統制システム/計算書類承認/緊急案件対応)を備えています。取締役会書面決議書は印紙税法上の課税文書に該当しないため不課税です。電子契約サービスを利用すれば、遠隔地取締役対応・タイムスタンプによる証拠力強化・全員同意完成日の明確化・電帳法対応10年保管等の実務的メリットが極めて大きい契約類型です。

取締役会書面決議書
Part 1:書面決議書(本体・汎用版・代表取締役選定例)

(右上)
[会社の正式名称] 本店所在地:[会社の本店所在地] 代表取締役:[代表取締役氏名]
YYYY年MM月DD日

取締役会書面決議書
(会社法第370条に基づく決議の省略)

会社の正式名称は、当社定款第[○]条に基づき、下記提案について、会社法第370条に基づく取締役会の決議の省略(以下「書面決議」という。)により決議することとし、取締役全員の同意および監査役の異議なきことを得たので、ここに本書面決議書を作成する。

第1条(本書面決議の根拠)
1. 本書面決議は、会社法第370条(取締役会の決議の省略)に基づくものである。
1. 当社定款第[○]条において、取締役の全員が、取締役会の決議の目的事項について書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該事項を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす旨が定められている。
1. 本書面決議は、当該定款の定めに基づき、適法に実施するものである。
第2条(提案者)
本書面決議における提案者は、当社の代表取締役[代表取締役氏名]である。
第3条(提案議題・決議事項)
議題
[議題を記載・例:代表取締役の選定の件]
決議事項の詳細
(以下、汎用版として「代表取締役選定」の例。他の決議事項はPart 4のバリアントを参照)
下記のとおり、代表取締役を選定することを決議する。
	項目
	内容

	選定する役職
	代表取締役

	選定される取締役
	[被選定取締役氏名]

	選定の効力発生日
	[YYYY年MM月DD日]

	任期
	取締役としての任期満了まで


提案理由
[提案理由を具体的に記載・例: 1. 現代表取締役[現代表者氏名]の任期満了に伴い、新たに代表取締役を選定する必要があるため 2. [被選定取締役氏名]は、当社の業務に精通しており、代表取締役として適任であると判断するため 3. その他、会社の業務運営上の必要性]
第4条(取締役全員の同意)
1. 本書面決議の提案について、下記の取締役全員が、書面または電磁的記録により同意の意思表示を行った。
取締役全員の同意確認表
	No
	取締役の氏名
	役職
	同意日
	同意方法
	署名・押印

	1
	[取締役氏名1]
	代表取締役
	[YYYY/MM/DD]
	☐書面 ☐電磁的記録
	印

	2
	[取締役氏名2]
	取締役
	[YYYY/MM/DD]
	☐書面 ☐電磁的記録
	印

	3
	[取締役氏名3]
	取締役
	[YYYY/MM/DD]
	☐書面 ☐電磁的記録
	印

	4
	[取締役氏名4]
	取締役
	[YYYY/MM/DD]
	☐書面 ☐電磁的記録
	印

	5
	[取締役氏名5]
	取締役
	[YYYY/MM/DD]
	☐書面 ☐電磁的記録
	印


(該当する取締役の人数に応じて行を追加・削除してください)
1. 取締役全員の同意が完成した日(以下「全員同意完成日」という。)は、[YYYY年MM月DD日]である。
第5条(監査役の異議なき確認)
(監査役設置会社の場合)
1. 本書面決議の提案について、下記の監査役全員に対し、提案内容を通知した。
	No
	監査役の氏名
	通知日
	異議の有無

	1
	[監査役氏名1]
	[YYYY/MM/DD]
	☐異議なし ☐異議あり

	2
	[監査役氏名2]
	[YYYY/MM/DD]
	☐異議なし ☐異議あり


1. 監査役全員から「異議なき」旨の確認を取得した。
1. 監査役が異議を述べた場合、本書面決議は不成立となる(会社法第370条括弧書)。
第6条(書面決議の成立)
1. 第4条の取締役全員の同意および第5条の監査役の異議なき確認により、本書面決議の提案について、会社法第370条に基づく取締役会の決議が成立したものとみなす。
1. 本書面決議による決議成立日は、[全員同意完成日:YYYY年MM月DD日]である。
1. 本書面決議による決定事項は、通常の取締役会決議と同等の法的効力を有する。
第7条(議事録の作成・保管)
1. 当社は、本書面決議に関する取締役会議事録を作成する(会社法第371条第1項)。
1. 議事録の記載事項は、別紙1「取締役会議事録」のとおりとする。
1. 議事録は、本店所在地で10年間保管する(会社法第371条第1項)。
1. 取締役・株主・債権者は、法令の定めに従い議事録の閲覧・謄写を請求できる(会社法第371条第2項以下)。
1. 議事録は、電子帳簿保存法に従い電磁的記録として作成・保管することができる。
第8条(本書面決議書の保管・登記対応)
1. 本書面決議書および別紙1議事録は、本店所在地で保管する(会社法第371条第1項)。
1. 本書面決議の決定事項のうち、商業登記事項(代表取締役選定等)については、当社は速やかに登記申請を行う。登記申請時には、別紙1議事録(本書面決議の根拠を明示したもの)を添付する。
1. 登記申請の手続は、当社の指定する司法書士に委任する場合がある。
第9条(秘密保持)
1. 本書面決議書および本書面決議に関連する一切の情報(以下「本件情報」という。)は、当社の機密情報として取り扱う。
1. 取締役および監査役は、本件情報を、法令上の開示義務に基づく場合・株主の閲覧請求に基づく場合等を除き、第三者に開示・漏洩しない。
第10条(本書面決議書の効力)
1. 本書面決議書は、第4条の取締役全員の同意および第5条の監査役の異議なき確認の取得をもって、効力を生じる。
1. 本書面決議書および別紙1議事録に定めのない事項については、会社法・会社法施行規則・当社定款・その他関係法令に従う。
本書面決議書の作成
本書面決議書の成立を証するため、当社代表取締役が本書面決議書を作成し、別紙1議事録に取締役全員の同意・監査役の異議なきことを記録した。
YYYY年MM月DD日
[会社の正式名称] 代表取締役 [代表取締役氏名] 印
(電子契約により締結する場合は、本項を「本書面決議書を電磁的記録として作成し、当社代表取締役が電子署名する」に置き換えてください。取締役会書面決議書は印紙税不要です。)

Part 2:別紙1「取締役会議事録」(会社法第371条対応)

取締役会議事録
(会社法第370条に基づく書面決議による)

(右上)
[会社の正式名称] 本店所在地:[会社の本店所在地]
YYYY年MM月DD日

1. 議事録の概要
	項目
	内容

	議事録の名称
	取締役会議事録(書面決議による)

	議事の方法
	会社法第370条に基づく取締役会の決議の省略(書面決議)

	決議成立日
	[全員同意完成日:YYYY年MM月DD日]

	議事録作成日
	[YYYY年MM月DD日]


2. 会社の概要
	項目
	内容

	会社名
	[会社の正式名称]

	本店所在地
	[本店所在地]

	代表取締役
	[代表取締役氏名]


3. 取締役・監査役の現任者
取締役
	No
	役職
	氏名

	1
	代表取締役
	[代表取締役氏名]

	2
	取締役
	[取締役氏名2]

	3
	取締役
	[取締役氏名3]

	…
	
	


監査役
	No
	役職
	氏名

	1
	監査役
	[監査役氏名1]

	2
	監査役
	[監査役氏名2]


4. 議案
[議案を記載・例:第1号議案 代表取締役の選定の件]
5. 議案の内容
[議案の詳細を記載・例: 当社の代表取締役として、取締役[被選定取締役氏名]を選定することにつき、提案する。 提案理由:[提案理由を記載] 選定の効力発生日:[YYYY年MM月DD日]]
6. 書面決議の経緯
	経緯
	日付

	代表取締役[代表取締役氏名]による提案書面の発行
	[YYYY年MM月DD日]

	取締役全員への提案書面の送付
	[YYYY年MM月DD日]

	監査役への提案内容の通知
	[YYYY年MM月DD日]

	取締役全員の同意完成日
	[YYYY年MM月DD日]

	監査役全員の異議なき確認日
	[YYYY年MM月DD日]

	書面決議の成立日
	[全員同意完成日:YYYY年MM月DD日]


7. 取締役全員の同意状況
(本書面決議書第4条と同一の内容)
	No
	取締役の氏名
	役職
	同意日
	同意方法

	1
	[取締役氏名1]
	代表取締役
	[YYYY/MM/DD]
	☐書面 ☐電磁的記録

	2
	[取締役氏名2]
	取締役
	[YYYY/MM/DD]
	☐書面 ☐電磁的記録

	3
	[取締役氏名3]
	取締役
	[YYYY/MM/DD]
	☐書面 ☐電磁的記録


8. 監査役の異議なき確認(監査役設置会社の場合)
(本書面決議書第5条と同一の内容)
9. 書面決議の根拠
	根拠
	内容

	会社法
	第370条(取締役会の決議の省略)

	当社定款
	第[○]条(取締役会の決議の省略についての定め)


10. 決議の効力
本書面決議により、本議案について取締役会の決議があったものとみなされる(会社法第370条)。
11. 議事録の作成者
[YYYY年MM月DD日]
[会社の正式名称] 代表取締役 [代表取締役氏名] 印
(会社法施行規則第101条第3項第1号に基づき、書面決議に係る議事録には、議事録作成者として代表取締役が記名押印または電子署名する)

Part 3:別紙2「定款変更案文」(書面決議導入準備用)
書面決議を実施するには、定款に書面決議の定めが必要です。定款変更が必要な会社は、まず株主総会特別決議で以下の条項を定款に追加してください。
定款変更条項案文
第[○]条(取締役会の決議の省略) 当会社は、取締役の全員が取締役会の決議の目的事項について書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該事項を可決する旨の取締役会の決議があったものとみなす。ただし、監査役が異議を述べたときは、この限りでない。
定款変更の手続
	ステップ
	内容

	1
	取締役会で定款変更案の決議(または書面決議が既に可能ならその方法)

	2
	株主総会の招集通知に定款変更案を記載

	3
	株主総会特別決議(議決権の3分の2以上の賛成)で定款変更可決

	4
	定款変更後の定款を本店に備置

	5
	以降、会社法第370条に基づく書面決議が可能となる


(注:定款変更自体は登記事項ではないため、商業登記は不要です。ただし定款を本店に備置し、株主・債権者の閲覧請求に応じる義務があります)

Part 4:用途別バリアント(議案別の記載例)
4-1:重要財産処分・譲受け版
(第3条第3項以下を以下に置換)
議題
第○号議案 [重要財産]の処分(または譲受け)の件
決議事項の詳細
	項目
	内容

	対象財産
	[財産の特定:不動産・有価証券・知的財産権等]

	取引相手
	[取引相手の正式名称]

	取引金額
	金[金額]円(税込)

	取引予定日
	[YYYY年MM月DD日]

	主要な取引条件
	[支払方法・引渡方法・契約条件等]


提案理由
[重要財産処分の事業上の必要性・経営判断の根拠等]
4-2:多額の借財版
(第3条第3項以下を以下に置換)
議題
第○号議案 多額の借財の件
決議事項の詳細
	項目
	内容

	借入先
	[金融機関の正式名称]

	借入金額
	金[金額]円

	借入期間
	[○○]年[○○]か月

	金利
	年[○○]%(固定/変動)

	担保
	[担保の内容]

	連帯保証
	[連帯保証人]

	借入の使途
	[運転資金・設備投資・M&A資金等]


提案理由
[借入の事業上の必要性・財務戦略の根拠等]
4-3:重要使用人選任版
(第3条第3項以下を以下に置換)
議題
第○号議案 重要使用人の選任の件
決議事項の詳細
	項目
	内容

	選任する役職
	☐支配人 ☐執行役員 ☐部長級 ☐その他

	選任される者
	[被選任者氏名]

	選任日
	[YYYY年MM月DD日]

	担当業務
	[担当する業務範囲]

	権限の範囲
	[代理権・決裁権限等]

	報酬・給与
	(別途決議または既定により決定)


提案理由
[選任の事業上の必要性・候補者の適性等]
4-4:緊急案件対応版
(第3条第3項以下を以下に置換)
議題
第○号議案 [緊急案件]の件
決議事項の詳細
[緊急案件の具体的内容を記載・例: - 契約締結期限[YYYY/MM/DD]までの取引契約締結 - M&A案件への入札・交渉開始 - 災害・事故対応のための緊急投資 - その他、迅速な意思決定が必要な事項]
緊急性の根拠
[なぜ緊急の書面決議が必要かを明示・例: - 取引相手からの締結期限が[YYYY/MM/DD]に設定されている - 通常の取締役会開催では期限に間に合わない - 機会損失を防ぐ必要がある]
提案理由
[案件の事業上の重要性・経営判断の根拠等]

印紙税に関する注記
取締役会書面決議書および議事録は、印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。これらは社内文書であり、印紙税法別表第一の各号文書(契約書・受領書・約束手形等)のいずれにも該当しないためです。
紙の書面決議書・電子書面決議書いずれの形式でも、印紙税は不要です。
関連書類の印紙税
· 取締役会議事録:不課税
· 株主総会議事録:不課税
· 定款・定款変更決議書:不課税
· 代表取締役選定議事録(登記書類用):不課税
· 会社実印・印鑑証明書:不課税(法務局発行手数料は別途)
会社の意思決定機関の議事録・決議書は、原則として不課税となります。

テンプレート利用上の注意
· 本テンプレートは弁護士監修ですが、個別案件に応じた修正が必要です。重要な決議事項は弁護士・司法書士にご相談ください。
· 本テンプレートは取締役会書面決議書(汎用版・代表取締役選定例)+8用途別バリアント(代表取締役選定/重要財産処分・譲受け/多額の借財/重要使用人選任・解任/支店設置・廃止/内部統制システム/計算書類承認/緊急案件対応)の構成です。
· 書面決議実施前の必須確認事項:
1. 当社定款に書面決議の定めがあること(なければ別紙2の手続で定款変更が必要)
1. 書面決議できない事項(会社法施行規則第101条の3の取締役の報酬等の一部)に該当しないこと
1. 取締役全員の同意取得可能性(1人でも反対・棄権・無回答で不成立)
1. 監査役の異議なき(監査役設置会社の場合)
· 第1条第2項の当社定款の条項番号を必ず記載してください。定款の備置場所(本店)で事前に確認できます。
· 第3条(提案議題・決議事項)は本テンプレートの核心です。具体的・明確な決議内容を記載してください。Part 4の用途別バリアントを参考にしてください。
· 第4条(取締役全員の同意)で取締役全員の同意確認表に全取締役を漏れなく記載してください。1人でも欠けると書面決議は無効です。
· 全員同意完成日は、最後の取締役の同意日となります。電子契約サービスのタイムスタンプで明確化が可能です。
· 第5条(監査役の異議なき確認)は監査役設置会社の場合のみ必要です。監査等委員会設置会社(会社法第399条の14)・指名委員会等設置会社(会社法第416条)では別途の取扱いとなります。
· 第7条(議事録の作成・保管)は会社法第371条の作成義務に対応します。本店所在地で10年間保管してください。電子帳簿保存法対応で電子保管が可能です。
· 第8条(本書面決議書の保管・登記対応)で商業登記事項(代表取締役選定・支配人選任等)に該当する場合、速やかに登記申請を行ってください。司法書士への依頼が円滑な登記の核心です。
· 別紙1議事録は会社法第371条対応として必須です。会社法施行規則第101条第3項の記載事項を網羅してください。
· 別紙2定款変更案文は、定款に書面決議の定めがない会社が、まず株主総会特別決議(議決権の3分の2以上の賛成)で定款変更する際に使用してください。
· 取締役の同意は「書面」または「電磁的記録」で取得してください。口頭同意は無効です。電子契約サービスを利用すれば、タイムスタンプ・電子署名により有効な「電磁的記録」となります。
· 取締役会書面決議書は印紙税不要(不課税)です。関連書類(議事録・定款変更決議書等)も不課税です。
· 電子契約サービス活用のメリット:遠隔地取締役対応(海外駐在中・出張中の取締役も即時対応)・タイムスタンプによる証拠力強化(同意取得日時の客観的記録・後の株主訴訟対応)・全員同意完成日の明確化(最後の取締役の同意日=決議成立日)・電子帳簿保存法対応10年保管(会社法第371条+電帳法の併用)・登記書類の電子化(司法書士連携)・複数案件の一元管理・印紙税の判定不要。
· 本テンプレートの利用により発生した一切の責任について、ムスビサインは負いかねます。最終的な内容確認は利用者の責任で行ってください。重要な決議事項については、必ず弁護士・司法書士・会計士等の専門家にご確認ください。

なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行に基づき作成しています。法令改正により内容が陳腐化する可能性があるため、最新版の確認をおすすめします。重要な決議事項は、弁護士・司法書士・会計士等の専門家にご相談ください。
